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はじめに

平成10年3月に開幕された長野パラリンピック冬

季競技大会は、日本選手団のめざましい活躍もあり

成功裡に終幕した。

「障害を持ちながらも厳しい訓練により自己の能

力を可能な限り高め、必死にゴールを目指す姿は、

堂々としていて、爽やかであった。国民は、このよ

うな姿に人間の持つ素晴らしい可能性を見出し、声

を出し、手を叩いて応援をした。選手がゴールを駆

け抜けたとき、深い感動が襲ってきた。」

これは長野パラリンピック冬季競技大会を通じて

多くの国民が感じたことであろう。これを契機とし

てスポーツやリハビリテーションに取り組もうと決

心した障害者や高齢者も少なくなかったはずであ

る。

本懇談会は、以上の状況を受け、選手、スポーツ

関係者、JOC、経済界、マスコミ、学識者からな

る多彩な委員により、本年4月より、障害者スポー

ツのあり方について幅広い観点から議論を行ってき

た。

その議論を踏まえ、今後の障害者スポーツの方向

性と、取り組むべき課題についてまとめたので報告

する。

1　障害者スポーツの意義

わが国で積極的に障害者スポーツが行われるよう

になったのは、昭和39年に東京で開催された東京パ

ラリンピック以降であった。当時の日本選手は身体

障害者更生施設の入所者であり、病院の患者等であ

った。その後、病院、施設の中で、医学的リハビリ

テーション（機能回復訓練）の一環としてスポーツ

が取り入れられてきたのである。

昭和40年からは、国民体育大会（秋季大会）が開

催された地で身体障害者の全国スポーツ大会が開催

されるようになり、次第に訓練の延長としてではな

く、スポーツをスポーツとして楽しむという意識が

生まれてくるようになった。

1981年（昭和56年）の国連の国際障害者年及びこ

れに続く障害者の十年を契機として、「完全参加と

平等」のもと、スポーツを含む社会参加への気運が

高まってきた。

また、国際的にも、近年、より競技性の高い障害

者スポーツの大会が開催され、わが国からも選手と

して参加する障害者が増加してきている。

このような多面的な変化を受けて、障害者のス

ポーツに対する意識も、リハビリテーションの延長

という考え方から、日常生活の中で楽しむスポーツ、

競技するスポーツへと広がってきた。この意味で、

障害のない人達にとってのスポーツの意義と障害者

にとってのスポーツの意義は、ここにいたって一体

化してきたものといえる。

これまで障害者スポーツは、①リハビリテーショ

ン（機能回復訓練）の手段として、②健康増進や社

会参加意欲を助長するものとして、③障害や障害者

に対する国民の理解を促進するものとして、その普
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及が図られ、大きな効果を上げてきた。

障害を受け、病院、施設等を経て地域生活ができ

るようになるまでの道程は、これからも変わるもの

ではないが、今後は、重度障害者の参加にも配慮し

つつ、スポーツが生活をより豊かにするという視点

に立って、生活の中で楽しむことができるスポーツ、

さらに競技としてのスポーツを積極的に意義づける

ことが必要である。

このことが、スポーツの分野におけるノーマライ

ゼーションの理念に沿うものと考える。

2　今後の障害者スポーツの推進方策

（1）基本的な考え方

1で述べたような経緯もあり、障害者がスポーツ

をスポーツとして楽しむための環境づくりや、競技

スポーツに対する支援は、まだ緒についたばかりで

ある。

障害者がスポーツを生活の中で楽しむことができ

るようにするためには、市町村よりもさらに身近な

地域で障害者も障害のない人とともにスポーツを楽

しむことができるような機会を設けることや、地域

にある公共的なスポーツ施設の利用を容易にするこ

と、地域における障害者スポーツの指導者を養成し

てスポーツ施設に配置すること等が必要である。

競技スポーツについては、障害者の興味・関心を

高め、障害者スポーツ全体の振興に大いに貢献する

ことが期待されることから、国際的にも活躍できる

ような選手の選抜システムの確立や障害者スポーツ

団体の組織作りなど、競技力向上のための体制整備

に早急に取り組む必要がある。

これらを推進していく上では、厚生省と文部省等

の緊密な連携を図るとともに、障害者スポーツ団体

が、(財)日本体育協会、(財)日本オリンピック委

員会等の協力を得て、水準の高い大会運営や選手強

化が行えるような体制を確立する等の必要がある。

（2）具体的課題

①　指導者の養成確保

現在、障害者スポーツの指導者については（財）

日本身体障害者スポーツ協会を中心に、初級、中

級、上級等の養成が行われているが、その役割は、

例えば初級は身近な地域、中級は都道府県とその

活動地域等により区分されている。今後において
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は、地域における楽しむスポーツから全国レベル

の競技スポーツまでのそれぞれの場面で障害者ス

ポーツの指導者が機能するよう、その役割を対象

者のレベルに応じたものに見直すとともに、初級

は主として地域で、中級以上は（財）日本身体障

害者スポーツ協会が養成するようにすることが適

当である。その場合、（財）日本体育協会や一般

の競技団体か行う指導者養成と連携できる仕組み

を検討することも必要である。

さらに、トップレベルの選手に対する指導につ

いては、（財）日本オリンピック委員会等の協力

を得ることも必要である。

②　スポーツ大会への参加機会の確保

わが国で開催されている障害者スポーツの大会

は競技により開催の回数にばらつきがあり、また、

パラリンピックの競技種目の一部は実施されてい

ないなどの現状があるので、競技人口にも配慮し

つつ、これらの競技会の全国レベル、ブロックレ

ベル等での開催を奨励すべきである。

また、障害者のスポーツ大会への参加機会は障

害のない人と比べて少ないことから、できるだけ

その機会を拡充する必要がある。このため、上記

のような措置とともに、例えば一般のスポーツ大

会に障害者特有のスポーツが取り入れられるよう

にすることも検討されるべきである。

なお、障害者が共に競えるような一般のスポー

ツ競技に障害者が積極的に参加していくことも

ノーマライゼーションの促進に寄与するところが

大であろう。

③　スポーツ施設の整備

障害者がスポーツを楽しむためは、身近な地域

にスポーツのできる施設があることが必要であ

る。このため、公共スポーツ施設等を中心に障害

者が利用しやすいようにアクセスの改善を行う必

要がある。その際、公共スポーツ施設等において

障害者スポーツの指導が円滑に行われるよう、地

域の障害者スポーツの指導者の活用を検討する必

要がある。

また、一般のスポーツ指導者が障害者スポーツ

についても指導できるよう、障害の特性や障害者

スポーツに関する知識を深める機会を確保するた



めの措置についても検討することが望まれる。

さらに、障害者が選手として練習を行うことが

できる拠点スポーツ施設を一定の地域ごとに定め

るようにしていくことや、将来構想として、障害

者スポーツに係る医・科学研究機能、指導者養成

研修機能等を兼ねた拠点施設を整備することにつ

いて検討することも考えられる。

④　スポーツ組織の育成

障害者スポーツについては、地方公共団体が中

心となって行われているほか、（財）日本身体障

害者スポーツ協会、都道府県の障害者スポーツ協

会、競技別団体等により行われているが、障害者

スポーツ協会が設置されていない県等についてそ

の設置の促進を図るとともに、一般の競技団体と

の連携．協力に十分留意しつつ、競技別団体の育

成等を図るべきである。

また、今後の競技スポーツの振興を図る上では、

パラリンピックを初めとする国際競技大会への積

極的参加を推進していくことと併せ、（財）日本

オリンピック委員会との連携も図りつつ、国際的

な競技スポーツの動向に的確に対応できるよう、

日本パラリンピック委員会に相当する組織を確立

することが必要である。当面、この組織は（財）

日本身体障害者スポーツ協会の中に明確な部署を

設けて位置付け、逐次その機能を充実していくこ

とが適当である。

⑤　選手強化

選手強化に際して重要なことは、競技人口の拡

大を図るとともに、競技団体等が行う地区予選会

等の競技大会を通じて選手の選抜がなされるよう

にすることである。

選抜された選手の強化方策は、競技力が最も向

上する方法が採られるべきである。そのためには、

その競技と、障害の特性をよく理解しているコー

チ・競技用具担当者等で構成される強化訓練チー

ムの体制を整備することが必要である。なお、こ

のチームには、（財）日本オリンピック委員会等

からのコーチの派遣等についても、積極的に協力

を得ていく必要がある。

さらに、国際大会や強化合宿（国内、国外）等

に参加する選手の経済的、精神的負担を軽減する

ため、国等の支援について検討することや、企業

等から理解と協力を得るようにすることが必要で

ある。

⑥　知的障害者等のスポーツの振興

国際的にはパラリンピックに知的障害者が参加

し、また、知的障害者の国際大会が定期的に開催

されるなど、知的障害者のスポーツも国際化して

きている。このような状況の中で、これからは、

知的障害者を含む障害者全体のスポーツという観

点で、障害者スポーツの振興を図る必要がある。

このためには、これまで身体障害者スポーツの

振興の役割を担ってきた（財）日本身体障害者ス

ポーツ協会の基盤を活用し、関係団体の協力のも

と、指導者の養成や、大会の開催等について、そ

の充実を図ることが最も有効である。

また、具体的な試みとしてジャパンパラリンピ

ックへの知的障害者の参加が進められているが、

現在別々に開催されている全国身体障害者スポー

ツ大会とゆうあいピック（全国精神薄弱者スポー

ツ大会）について、21世紀の初頭を目途に、競技

性も加味しつつ統合実施を行うべきである。

⑦　競技用具の研究開発．改良

障害者スポーツにおける競技用具の研究開発・

改良は、競技成績の向上につながるばかりでなく、

より多くの障害者が生活の中でスポーツを楽しめ

るようにするという観点からも、競技用具の研究

開発・改良によって蓄積された技術が、障害者が

生活の中で用いる福祉機器の軽量化や耐久性の向

上等にも応用することができるという視点からも

重要である。

競技用具の研究開発・改良には、研究者、指導

者、選手、製作者などからなる専門の委員会等を

設置し、継続して競技用具の研究開発・改良を行

える体制を整備することが必要である。

⑧　顕彰制度

パラリンピック等の成績優秀者に対しては、オ

リンピックの成績優秀者と同様の顕彰制度が整え

られつつある。

しかし、現在パラリンピックのメダリストには

報奨金は、制度化されていない。この問題の検討
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にあたっては、障害者スポーツにはこれまで述べ

てきたとおり多くの解決すべき課題があることか

ら、まずはこれらの課題に優先的に取り組む必要

がある。その他、国際的にも競技種目のレベルが

一定していないといった問題の検討も必要であ

る。

また、オリンピックの報奨金は（財）日本オリ

ンピック委員会の自主財源により行われているこ

とから、自主財源の安定的確保などの努力を重ね、

これらが整った段階で、再度、（財）日本身体障

害者スポーツ協会などの関係者において検討され

ることが望ましい。

⑨　啓発

長野パラリンピックの日本選手団の活躍を、テ

レビや新聞が大きく取り上げ報道したことから、

障害者スポーツを広く国民に啓発することができ

た。

競技スポーツを中心とした情報の提供が、障害

者スポーツ全体の啓発に与える影響は非常に大き

いものと考えられ、この意味でマスメディアが積

極的な役割を果たすことが期待される。

これに資するため、障害者スポーツに閲す芦各

種情報を提供できるようにするとともに、選手の

プライバシー等に配慮しつつ、パラリンピック選

手等をマスメディアが起用しやすいようにするた

めの環境整備について検討する必要がある。

⑩　厚生省と文部省の連携強化

障害者スポーツの振興については、厚生省と文

部省が協調して施策を推進していくべきであり、

以上に述べた具体的課題に取り組んでいく上で

は、両省が定期的．継続的に協議する機会を設け

ることなどによって、その連携を一層強め、行政

として積極的に対応していくことも不可欠であ

る。

例えば、指導者の養成確保やスポーツ組織の育

成、選手強化などに関して必要となる、障害者ス

ポーツ団体と一般の競技団体等との連携．協力に

ついて、厚生．文部両省が適切な連絡調整の役割

を果たす必要がある。

また、スポーツ分野におけるノーマライゼーシ

ョンの実現に向け、各種スポーツ大会への障害者
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の参加機会の確保などについて、団体レベルでの

連絡．協力の進展状況を踏まえつつ、両省が協力

して検討していくことが必要である。

おわりに

以上の諸課題について、本懇談会として一定の方

向性をまとめたが、特に、これまで十分な体制とは

いえなかった障害者の競技スポーツを中心としてよ

り具体的な検討が、選手をはじめとする障害当事者

などを含めた関係者により、引き続き行われること

が必要である。検討の場については、（財）日本身

体障害者スポーツ協会より、その準備があることが

提案されていることを付言しておく。

また、障害者スポーツに対する支援を拡充、強化

する観点から、当懇談会での議論と並行して、平成

10年度補正予算において、「障害者スポーツ支援基

金」が社会福祉・医療事業団に設けられることとな

ったが、今後、この基金が本懇談会の提言も踏まえ

つつ活用され、障害者スポーツの振興に大きく寄与

することを期待する。

さらに、今年度法制化された「スポーツ振興くじ」

の収益金による助成にあたっても、障害者スポーツ

の振興のため、十分な支援が行われることも期待す

る。


